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財団法人 日本自動車研究所
審査登録センター (」AR RB)

新規登録 (環境 )

登録番号 登録日 事業者名 登録範囲

りA[R0762 200044 株式会社竹内工案
交通安全用製品並びに建機  自動車関係のウレタレゴム部品
の製造

JA[Ю7`3 200=425 夫立工業株式会社 都昴 パレット等の供給 積込 搬送華置の設計製造

J慇0764 20“ 425 株式会社フタバ平泉 マフラー及びボデー部品等の自動車部品の製造

更新登録 (環境 )

登録番
=
更新日 事業者名 登録範囲

U☆[R“37 2008 32 茨城 トヨペット株式会●lt'

自動車の販売 整備及び修理
笠松運動公園店 4り‖野田店 6=取 手店 つくば西夫格
店の拡大

JA[P0868 ・ O∝ 44 株式会社 メタルテ ック
岡山事業所

自動車ボディー部品の製造及び各種金型の設計 製造並びに
産業機械用部品の設計 製造

JШ oe61 20m427 株式会社亡内ヨロズ
自動車用サスペレション部品 ペダルコンプリー ト 車体部
品及び機関部品の製造 プレス金型及び冶工具並びに落接
組立機Iは備及び生産用自動機械設機の製造

U☆[R0652 2∞844 岩瀬塗装有限会社 自動車部品の電清塗装及び上塗り塗装

UA[R“ 63 2∞8422 森保染色株式会社 糸製品の彙色加エ

登録拡大 (環境 )

堂鉾番号 発効日 事業者尾 登録範囲

JAmo2“ 2om 4 18 株式会社中外 福岡工場の拡大

J赳諫046' 20● 44 トョタ部品東京共販株式会社 板橘営業所 杉並営業所 富士吉田営業所の拡大

J,こ R0470 2om ` 18 千葉スパル自動車株式会社
=張
店 スパルアリーナ八千代の拡大

U☆[Rの 26 2∞8 4 18 社団法人日本自動車連盟

菫務センター及びJ好中央研修センター 東京支輝多●事務所
及び東京支部II― ドサービス隊第二区隊多産こ地 中国本部
事務局及び広島支部事務所 広島支椰ロードサービス隊広島

=地
 四日本部亭務所及び香川支部事務所 番川支都ロード
サービス隊高松番地の拡大

J☆[R0546 20004` 栃木 トヨタ自動車株式会社
新町店 鹿君店 足利店 =沢店 西那須野店 くるめ―と
インターパーク店の拡大
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更新登録 (品質 )

登録番号 更新日 事業者名 登録範囲

」☆OR∞32 20084 16 三豊工業株式会社 自動車 二輸車用等のプレス 溶接部品の製造

U′OR0103 2∞3 4 20 半口重工業株式会社

フオークリフトなど各種産業用車両 装置用油圧シリンダー
の設計 開発及び製造並びに 各種産業用車両 装置におけ
る製缶及び機構加工部品の受託製造

J^⑭ l∝ 20m4 26 株式会社湯漫製作所X
自動車及び憲電用各種モーターのプレス部品の製造
第 2工場の拡大

J10RO106 200842t 株式会社 ミカネ 自動車及び電動機用プレス加工部品の製造

※登録組織の拡大を合む

tお滝び,

■月 7●二■■せて  茨城 卜■^,1株式会社:棟 "霊
最拡大の記量にネ備

'あ
,● した 0よ ,I.詫 び自し,′る●共 = 再蛯ヽ■■■■■す 尚 登録情報の詳細 Ju:“

「

‐ ,(卜■|●■|・・ ■,1‐1 市■ をJ`■下さい

環境関連法規等の動き

2006年度温皇効果ガス排出量の集計結果 公表 (環境省 経済産業省2008■ 3月 28日 )

地球温曖化対策推F法に基づく iこ勁スプス排出量算定 報告 公表il度により事業者か |.の報告が
あ●■江
=効
果,スリ1出量が公表された  (市1度施行後初のな表 ,

【力本 1

報告事業両 (者)数 で ■定事業排出■ 14244事業PI■ 506事業廿)
特定輸送りHI者・ 1439■業者

■定り1出者の,オスJ11量の合計● ,6億4025万, Cn2
口 |ヽ今体の,F出堂 幅 報値):約 3億1111カ 、 ●02
-ヽ定排出者の排出量は制 HI量の約晴 Iを 占める

業種 (多 )1出■).第Ⅲ 製造業8=3%製 飲 Fヒ学 ヽ業 石油)第 壮 電気 ガス他47%
都道″県 (多JHI■).第 1位千葉県=:% 第2位■

',県

71ヽ 第3●広島県65・7,
一詳llは環境イ 経済産業創 Pにて入

「
可能 |'DF企 187責 )

(環●′当IP) lti,:′ ,,■, ●n, `。 jl/●●●t卜′gh=―、ani● ikohlol

法規情報 (08,3/20～ 08¬′18)

コ本器包まツチイクル関係

・F務大臣によリ ツサイクル促進‐ lに■う基準 It■  員牛の数値が見直された
改Tttlll,表 題のみ記述
公布 1 2∞

=年
3月 21日

施行 12008年 4月 1日

1省 令2件
―卜容器包よ

`係
る分別収集及び再商品化の促進等に関する渋E施行製則の lFを改正する省令 (財務
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●生労働 晨 II水こ ■済産業 環覧省第t詢
2+定容器製造等事業者に係る特定分別基準適合物の再商品化に関する省令の 部を改正する●令 (経
済1辛業 環境省第11)

2告示 ll■
1財務 厚生労働 農■水産 経済産業 環夏告示第 1～9号
特定事業者責lT lし事の一部を改正する件 (第 11'

再商品イヒ義務総量の 部を改正する」 (第2け )
容器Jよに係る分りj収集及び百商品化の促進ヽに関する法律第十一条第二項

"一
号に規定する■務大巨が定める比率の 部を改正する件 (第 :号 )
不器包よ こ係る分別収集及び再商品化の促進等に間する法

`ヽ

第十一条第二項

第二号イに規定する主務大臣が定める比率の一部を改正する● (第4サ )

容

`包
装に係る分別収集及び再商品化の促進等に問する法律第十 条第二●

第二号口に規定する主務大臣が定める率の 部を政τする件 (第 5号 )
不器包よ こ係る分別収集及びF商品化の促進等に間する法lt第

「
 条第二項

第二号=に規定するキ務大臣が定める量の一部を改正する」 (第 6け
'各搭包装

`係
‐●分別収集及び再商品化の促進等に関す‐.法律第十二条第 1項

第二号に規定する三務人巨が定める量を定める■の ,Fを政正する■ (第7号 )
容器包装に係る分か収集及び百商,7,化の促進年に関する法律

"七

条

"―
項の規定に基づき

平成二十年度以降の■年間についての分
"は
筆適合物
`薔
商品化に間する言1画 (第

=号
)

本松包装に係る分月1収集及び再商品化の促進等に関するよイ1施行規即第七

^の
三第二号に■定す

る主務大巨が定める単価 (第9号 )
2容器包よに係る分卵収臭及び百商品化の促進年に関する法常策十二条第二項第二号=に規定する主務
大臣が定める量の一部を改正するI(経済産業 環境省■ホ第 1号 )
3●器包装に係る分別収 集及び再商品イしの促進等に関するよ常第九条第六項の規定に基づき 平成二十
年度以降の五■間についての■年■の特定分8嵯準適令物ごとの絡晨 曖 境省●テ第25り )

□水質|=濁関係

公共用水域水質環夏基準測定方法などを変更す‐.改正●示が公布された

環員省■¨ 件

1水質|=綱に係る環境基準についての一部を改Tする

「

("40号,

`地
下本の本質汚濁に係る撃現基準についての一部を改正する● (第41り )
3景夏1濠官が定める排水基準に係る検定方法を定める等の■の 部を改正する■ (第42ケ )
-1水質汚濁防止法地●規則

"六
条の二に基づき県●庁長官が定める検定方I_tの一,Fを曖正する

“

.(第43
サ)
5本質汚濁防正法施行規員峰 九条の四の規定に基づき 環境庁t常が定め‐●測定方法を定める件の一

`Fを政正する● (第41=)

●1枯 ,2008年 4月 1日

施イT,2008年 4月 1ロ

【内容】

測定方法に引用している日本工業規
`(∫
〕ヽ)K01。2(「場排水試曖方It)が  200ヽ■3月 20日 に改正き

llた ことこ伴う改正

■)=つ 素における懸濁物質およびイオンクロマ トグラフ法で妨■となる物質が共存する試卜|につい
て 水蒸気蒸留による前処理を実施することによ0 イオンクロマ トグラフはを適用・l能 と■る
(2)砒素及rltレ ンにおいて これまでの測定方lt`加え ,1ヽKo102に新たに採用される0質 量

`)IT法も使用できることとする

一今卜の改正は これまで適用されていた分析法を使用できなくするものではない
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受害者からひとこと した

S09∞慮証取得にあたり

株式会社サン自動車工業

品質保証都 箱田博晴

1 会社紹介
・|■ It 13,6年 1昭 n川 ⅢⅢに東,t都せ田●匡|よ
公園 =設立されましt ・ i柳 すIIllパーツi十■と
せた自動車月品の製造 販売を

`:つ

ていまtt
その後 ■在の世円●

`撃
円に新社量を建設 移

転 [ 翠1に ,ttt u.I場及びデリ′` リーヤンター
を開設しました ク●カン系の4■

'―
ムにより

グリル,― ドヽ の製造 販売 こおける自動車メー
カーとの取,こ よ●て 物作 りの 合

'築
いてき

まtた  4Юブームの■■た後は エアロハーツ
チュー=ン グバーツ ライティングパーツ カス
タマイズ製品―詢 幅広いカテゴリー製品を屁 F[

また ll外 (ア メリカ 韓国 タイ 」―ストラリア
等)・ グヽループ芸fIを設■ 現在 さらに販嗜た,
大■ ●く 自軋Ⅲ月品業界以外´ヽも商品J理(■
,II檜を行っています 多岐にわたる●|テ ■サー
製″|のひとつ1ヽ とつを■Ⅲ 設計 製せから販■
まで均■ (グループ●む),て一員して■■ている
ところを当社の強■たして 品質方i=■ |ら れ
た r.質 は当社のi在価値 (■命線)と して 顧
言満足両「 をめざすたち

,,製 ]|■ りを■求 tてい

■す

2導入の背景
現在 Iキ代の流れがな遠 =変化していく中で

当社としてその流れに果 ,tれ るこ
=の
ないよ

う またその変イヒ
`応
じた,1戦 とス ピー ドアップ

を tていかなすれ|=な らないと考えます

それ こ伴い 今後積極的にお外展開をしていく
上で ls09mの■.■ l●得が■要取り・tIIIる 自動
■関連会社に用 してJ業戦略IIに不可欠とな ,て
いま| またコ内主要取,■か |.の さらかるイ言執
を4る ために

"は
 2003年 IS011011環境マネジメ

ン トシステム収得 運用の経験を基盤とし 品質
マネ
'メ
ントシステムをll・ 入ねることできらなる

品質向 卜及び それに伴った経営 業務効率を迪

3認 .I取得への取組
20061111月 に ]'09011世 証,得に|■ てスター
トし上した ISO事務局を立ち |げ 20,7■ 1'の ●
得を月標に言1画書を1成 し =ず ISO]001の 要求■
●4,理 17 ポ,質マ‐ ,アル ●●類の文書1成等を
行■ていきました

1ヽ014001(l.っ た,書を基とし 数■。,・u●訂を■
ながらF業は進んでいきましたが 当社の特色であ
る多岐にわたる製 |「 ,カ テゴリー 及び設計 開発
製造等を グループ会社■行つている故

', 
アウ ト

ツー スに問わる部分の文書|●.tにキt非常に普労 しま

した よ,J面 では |,質 目標に対 [て  ■■1■■■
「

標をたて その日標 t付随するかたちで各
=Fの
日標

|■■とし込■ 具体的な項  =枝 ぅて」標設定をし
ま [た  各,Fが 毎 月の計画Ⅲ■ 1亡 チェンク [
PTlに てせ用 実施 さらに今社員′‐ 月知のため
の教育をltiし てきました

1■を通 せて一帝の古労はlS0001の誓人事項を |
|■の組織 [当 てはめる作業 ●した 本宮育1111よ
で 要求事■を｀i十の組織 ■当 てはめる作業につい
て討議を続■tし た スター トからf11, ユ心な
´ンサルタン トの

`[土

とt7計前,も 交えたご指導を
受け 認証1'′]に■ ,ま した

4今 後の活動
IS●J00取得はゴー,'■ はなく 今後今社に品質
ヤネジメン トシステムを根■■せるにあたつ■ ま新

たなスター |と 考えます 品質向
「
はもとより顧客

i綺足をE成するために 1, ‖置 マイジメン トンステ
ムを上っか 0と 運用 しなけれ liな 0ません

品質マ■ジメン トシステムは一¬の社員だけの問

題でなく ,こ りひとりが意置をもつて取紅まなけ
れ li なかなか運用をしていく上で困難かと肯えま
す 今後に ,́いてもt● 自の意識向「 がЛ,貢向 1こつ
な 1｀ るよう 継●IIな活動を推進 してい

=t●
 =

た I,014●1鰈●ヤ■プメン トンステ」、との連動性を
ヽiTし 無駄のないシスラム構築を実施していきま
す

最後に ,国の計証
“

得
`あ
た0ご ll力 luき まし

た皆様にお礼と感ヨiを中し「 |ま ,1
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